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１【提出理由】

　当公庫は平成28年10月18日開催の取締役会において「募集株式の募集の決定の件」について決議しましたので、金融

商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の規定に基づき本報告書を提

出します。

 

２【報告内容】

(1）株式の種類及び銘柄

株式会社日本政策金融公庫　普通株式

 

(2）発行数

　当公庫では、株式会社日本政策金融公庫法（平成19年法律第57号。以下「公庫法」という。）第４条第３項の規定

（エネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律第17条に基づき読み替えて適用する場合を

含む。）に基づき、日本国政府の出資により増加する資本金及び資本剰余金について業務ごとの経理区分に整理する

こととされており、平成28年10月18日開催の取締役会において、以下の業務ごとの募集株式の募集を決議しました。

　なお、業務ごとに区分する当公庫の発行済株式は、すべて同一の普通株式です。

（国民一般向け業務）　　　42,081,000,000株

（農林水産業者向け業務）　 1,659,850,000株

（中小企業者向け業務）　　31,600,000,000株

（信用保険等業務）　　　　20,200,000,000株

（危機対応円滑化業務）　　10,800,000,000株

 

(3）発行価格（払込金額）及び資本組入額

発行価格（払込金額）　　１株につき１円

　資本組入額は信用保険等業務を除き発行価格（払込金額）全額です。

　なお、信用保険等業務については、発行価格（払込金額）全額を資本剰余金（資本準備金）に組み入れます。

 

(4）発行価額の総額及び資本組入額の総額

発行価額の総額　（国民一般向け業務）　　　　42,081百万円

（農林水産業者向け業務）　1,659.85百万円

（中小企業者向け業務）　　　31,600百万円

（信用保険等業務）　　　　　20,200百万円

（危機対応円滑化業務）　　　10,800百万円

資本組入額の総額（国民一般向け業務）　　　　42,081百万円

（農林水産業者向け業務）　1,659.85百万円

（中小企業者向け業務）　　　31,600百万円

（危機対応円滑化業務）　　　10,800百万円

資本剰余金（資本準備金）組入額の総額（信用保険等業務）20,200百万円

 

(5）発行方法

　有償株主割当により、募集する普通株式を以下のとおり割り当てます。

日本国政府（財務大臣）への割り当て　　（国民一般向け業務）　　　42,081,000,000株

（農林水産業者向け業務）　 1,659,850,000株

（中小企業者向け業務）　　31,600,000,000株

（信用保険等業務）　　　　20,200,000,000株

（危機対応円滑化業務）　　10,800,000,000株

 

(6）引受人又は売出しを行う者の氏名又は名称

　該当事項はありません。

 

(7）募集又は売出しを行う地域

　該当事項はありません。
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(8）新規発行による手取金の額、使途及び支出予定時期

新規発行による手取金の額 手取金の使途

（国民一般向け業務）　　　　42,081百万円
セーフティネット貸付の金利引下げ、平成28年熊本地震特

別貸付の取扱期間の延長等に伴うもの

（農林水産業者向け業務）　1,659.85百万円
ＴＰＰ対策としてのスーパーＬ資金の実質無担保・無保証

人措置の継続に伴うもの

（中小企業者向け業務）　　　31,600百万円
セーフティネット貸付の金利引下げ、平成28年熊本地震特

別貸付の取扱期間の延長等に伴うもの

（信用保険等業務）　　　　　20,200百万円
借換保証の推進及び平成28年熊本地震に係るセーフティ

ネット保証４号の推進に伴うもの

（危機対応円滑化業務）　　　10,800百万円 損害担保及び利子補給の原資に係るもの

 

支出予定時期

　各業務における手取金の使途は上記のとおりであるため、新規発行による手取金の支出予定時期については未定

です。

 

(9）新規発行年月日（払込期日）

平成28年11月11日　　国民一般向け業務　　　42,081,000,000株

農林水産業者向け業務　 1,659,850,000株

中小企業者向け業務　　31,600,000,000株

信用保険等業務　　　　20,200,000,000株

危機対応円滑化業務　　10,800,000,000株

 

(10）当該株式を金融商品取引所に上場しようとする場合におけるその金融商品取引所の名称

　該当事項はありません。

 

(11）譲渡に関する制限その他制限が付されている場合のその内容

　公庫法第３条において、当公庫の発行済株式については、政府がその総数を常時保有することとされております。

 

(12）当該株式の取得者（割当先）の名称、住所、資本金又は出資の額及び事業の内容

取得者（割当先）の名称　　　　　日本国政府（財務大臣）

取得者（割当先）の住所　　　　　東京都千代田区霞が関三丁目１番１号

取得者（割当先）の事業の内容　　行政機関

 

(13）当該株券の取得者と提出会社との間の出資関係、取引関係、役員の兼任等の人事関係、資金援助、債務保証等の資

金関係等の内容

取得者（割当先）が保有している当公庫株式数

日本国政府（財務大臣）　　9,564,964,257,741株

 

（注）日本国政府が保有している当公庫株式数9,886,678,257,741株

（内訳）

日本国政府（財務大臣）　　9,564,964,257,741株

日本国政府（厚生労働大臣）　　3,543,000,000株

日本国政府（農林水産大臣）　 36,791,000,000株

日本国政府（経済産業大臣）　281,380,000,000株

 

取得者（割当先）との取引関係

日本国政府（財務大臣）　　　当公庫に対する出資、資金の貸付け、債務保証（注）等

（注）当公庫が発行する社債に対する債務保証
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(14）当該株券の保有に関する事項についての取得者と提出会社との間の取決めの内容

　公庫法第３条において、当公庫の発行済株式については、政府がその総数を常時保有することとされております。

 

(15）本報告書提出日現在の当公庫の資本金の額及び発行済株式総数

資本金の額　　　 3,919,950.85百万円

発行済株式総数　9,886,678,257,741株

 

以　上
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